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コロナ禍のなかでのトランスナショナル創業
─欧州の事例を中心に─

ブレーメン大学経営・経済学部中小企業経営・アントレプレナーシップ研究科研究員・専任講師
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要　旨

2020年に始まったコロナ禍はいまだに収束の兆しがみえず、世界経済を混乱に陥れ、さまざまな
種類のビジネスに多大な影響を及ぼしている。先行研究により、コロナ禍が中小企業や起業家に与
える影響は明らかになりつつあるが、本研究は、起業家のなかでも特にコロナ禍の影響を受けやす
いと考えられる「トランスナショナル起業家」に焦点を当てる。トランスナショナル起業家とは、
出身国の外に居住しながら、出身国・居住国を含めた複数の国の資源、制度、市場を組み合わせる
ことにより特有の起業価値を生み出す移民起業家である。新型コロナウイルス感染症の世界的蔓延
は、グローバル社会の根幹にある国際的な物流や人の移動を制限するため、複数の国の資源を動員
してビジネスを行うトランスナショナル起業家は、深刻なビジネスモデルの機能不全や各国市場へ
の被害に直面する。

その一方で、複数の社会・経済構造に組み込まれる二重性は、多様な資源を利用可能にし、危機
下で起業家にとって戦略的オプションをより多く生み出すと考えられる。そこで本稿では、以下の
3 点を目的として分析を進める。第 1 にコロナ禍がトランスナショナル創業に与える影響の考察、
第 2 にトランスナショナル起業家のコロナ禍による環境変化への対応可能性の検討、第 3 に今後の
研究課題の提示と研究結果を基にしたコロナ禍の下でのトランスナショナル起業家と日本の中小企
業・起業家への提言である。なお本稿は、コロナ禍初期に筆者が欧州で収集した定性的データの分
析が基になっている。

＊	 本稿の作成に当たっては、慶應義塾大学商学部・山本勲教授からご指導をいただいた。ここに記して感謝したい。ただし、ありうべ
き誤りはすべて筆者個人に帰するものである。
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1　はじめに

2020年に初めてその存在を確認された新型コロ
ナウイルスは、急速に世界中に広がり、現在も世
界を混乱に陥れている。新型コロナウイルスに対
するワクチンが開発され、各国の政府はウイルス
の抑え込みに尽力したが、複数の変異株誕生によ
る新たな蔓延からいまだに世界的な感染者の数は
減少する兆しがみえない。コロナ禍は、グローバ
ル社会・経済・環境に多大な影響を及ぼし、近代
における人類にとっての最大の危機となっており、
さまざまな種類のビジネスにも多大な影響を及ぼ
している。コロナ禍発生直後から、多くの研究者
が迅速に調査を開始し、パンデミックが中小企業
や起業家に与える影響は明らかにされつつあるが、
本研究では、起業家のなかでも特殊なタイプであ
る「トランスナショナル起業家」に焦点を当てる。

トランスナショナル起業家とは、出身国の外（居
住国）でビジネスを行いながら、同時に 2 カ国以
上の社会構造に組み込まれている起業家である。
その二重性が利用可能にする複数の国々の資源・
市場・制度を組み合わせることにより、特有の起
業価値を生み出すことが特徴だ。

トランスナショナル起業家はコロナ禍による影
響を特に受けやすいと考えられる理由が主に三つ
ある。第 1 に、近年の輸送・コミュニケーション
分野における技術の革新的な進歩は、トランスナ
ショナル創業を可能にし、近年促進させた重要な
要因の一つであるからだ（Tung, 2008）。低コス
トで長距離を移動できるようになったことで、出
身国と居住国の間を頻繁に往来できるようにな
り、そのことが多様なトランスナショナル創業
の形態と価値創造を可能にしたのである。また、
オンラインでのコミュニケーションは、起業家が
長期間母国から離れたところに居住していても、
出身国の人脈を保つことを可能にした。しかし、

コロナ禍の世界的拡大により、国境を越えた物流
や移動が制限されたことで、移民起業家がもつ二
重性の基礎的な条件が脅かされている。第 2 に、
トランスナショナル起業家は、出身国と居住国、
時として第三国の制度・社会システムに、同時に
組み込まれているためである （Kloosterman, van 
der Leun, and Rath, 1999; Harima, et al., 2021）。
この多面性は、起業家にさまざまな資源や人脈の
利用を可能にし、物事を二つ以上の文化的観点か
ら考察できる認知力の柔軟性などを形成する。そ
れらは結果的にトランスナショナル起業家に競争
優位性をもたらす。同時に、複数の社会・経済的
コンテクストに組み込まれながら事業を行うため
には、起業家が複数の制度や市場への依存度をバ
ランスよく調節することが求められる。コロナ禍
は、世界的な危機であるが、その影響は地域や国
によって大きく異なるため、トランスナショナル
起業家は、複数の国に起こる環境変化を随時把握
し、各国の資源への依存度のバランスを随時修正
する必要がある。第 3 に、トランスナショナル起
業家は、その二重性を生かすビジネスモデルを選
ぶ傾向から、観光業や貿易業など特定のセクター
でビジネスを行う場合が多いことである。これら
の産業は、国境間の物流や人の往来の制限により
影響を受けやすく、特にパンデミック時の被害に
脆弱である。

以上の議論を背景として、本稿の目的は次の
3 点にまとめられる。第 1 にコロナ禍がトランス
ナショナル創業に与える影響の考察、第 2 にト
ランスナショナル起業家のコロナ禍による環境変
化への対応可能性の検討、第 3 に今後の研究課題
の提示と研究結果を基にしたコロナ禍の下のト
ランスナショナル起業家と日本の中小企業・起業
家への提言である。

本稿の構成は以下のとおりである。次の第 2 節
では、先行研究を基に、トランスナショナル創業
の特徴をまとめる。第 3 節は、筆者がインタビュー
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を行った23人のトランスナショナル起業家のなか
から、九つの象徴的な事例を紹介する。第 4 節は、
コロナ禍でトランスナショナル起業家が受けた影
響を、筆者が収集した定性的インタビューを基に
紹介する。第 5 節は事例研究を踏まえ、トランスナ
ショナル起業家によるコロナ禍への対応可能性と、
対応力に影響する要因を分析する。第 6 節では、コ 
ロナ禍から学ぶ将来展望として、本研究結果の学 
術的貢献と実務的意義を議論し、トランスナショナ
ル起業家と日本の中小企業・起業家への提言を行う。

2　トランスナショナル創業とは

本節では、先行研究を基にトランスナショナル
起業家の特徴を簡単にまとめる。人類の歴史にお
いて越境移動は頻繁かつ必然的に発生した事象で
あるが、近年においての国境間での移住とそれに
伴う移民の生活はますますトランスナショナル化
している。「トランスナショナル」という概念は、
現代の移民がもつ居住国の文化を身につけつつ、
母国の文化を保つという二重性を説明する。越境
移動のトランスナショナル化は、交通やコミュニ
ケーションの分野における革新的な技術の進歩に
主に起因する。古典的文化変容論は、人の国際移
住は母国から他国への一方向に生まれ、移民がも
つ母国の価値観や文化は新移住地への融合におい
て障害になり、そのため年月が経過するとともに
徐々に消失する特性と唱えていた。しかしながら、
現代の移民は母国に長期間居住していなくても、
インターネットの普及による新しい形式の遠隔通
信や、航空業界の発展による交通手段の多様化や
安価化により、莫大な時間や費用を必要とせずに
母国の文化や人々とのつながりを保つことが可能
になった。つまり、現代の国際移民は居住国と母
国の文化・規範に同時に根づいているのである。

ここで特筆すべき点は、トランスナショナルと
いう概念は移民を受け入れる国において、居住

国の環境を受け入れるだけの受動的な存在では
なく、居住国と母国の環境を融合することによっ
て、唯一無二の文化・規範の組み合わせをつくり
出す能動的な主体であるという見解に基づいてい
るということだ。トランスナショナルという概念
は、社会学・民俗学・移民学などの分野で誕生し
発展したが、経営学の分野でも注目され、さまざ
まな関連概念が生み出されている。例えば、国際
経営学の分野において、「トランスナショナル企業

（Transnational Corporations）」は多国籍企業のな
かでも運営拠点がさまざまな国に分散されており、
各国の現地における意思決定力を高いレベルで維
持する運営形態をとっている。トランスナショナ
ル企業の歴史は古く、16世紀ごろには英国が設立
した東インド会社などが初期の例として挙げられ
る。現代では、技術革新によるグローバル化やそ
れに伴う世界を舞台にした経歴・職歴の多様化に
より、開業当初から複数の国に経営拠点を分散す
るボーン・グローバル（Born global）など、トラン
スナショナルの運営形態をとる多国籍企業は劇的
に増加した（Knight and Cavusgil, 2005）。

経営学の分野では、2010年代に国際経営学にお
けるトランスナショナル企業と社会学における移
民起業という両概念を土台として、「トランスナ
ショナル創業（Transnational Entrepreneurship）」
という概念が生まれた（Drori, Honig, and Wright, 
2009）。この概念は、移民がもつ居住国と母国の
文化・規範の二重性を基軸としており、両国の経
営資源を組み合わせる起業活動によって新しい価
値を生み出す、国境を越える起業家の主体性に焦
点を当てている。

トランスナショナル起業家のもつ強みを考え
るうえで有益な概念としては、オランダの経済地
理学者が提唱した「ミックス・エンベデッドネス

（mixed embeddedness）」が存在する（Kloosterman, 
van der Leun, and Rath, 1999）。これは、移民起
業家が居住国における移民社会と、居住国の社会
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の両制度にどのように組み込まれているかが、起
業家が見いだす機会に影響するかを概念化したも
のである。

トランスナショナル創業という概念は、それま
でに存在していた概念と類似する点もある一方
で、既存の概念が明らかにしていなかった側面に
焦点を当てている。例えば、複数の国に分散され
た多国籍企業の運営形態を主に研究するトランス
ナショナル企業に関する文献とは異なり、トラン
スナショナル創業に関する研究は起業家を分析単
位とし、起業家自身の両国の社会との二重のつな
がりから生み出される資源を動員して価値創造す
る過程を重要視している。トランスナショナル創
業研究において、トランスナショナルの概念は起
業家個人の認識能力、社会資本が生み出される人
脈、そしてビジネスの価値創造など、複数の分析
レベルで重要な役割を果たす。

トランスナショナル企業のほかにも、トランス
ナショナル創業に関連する類似概念として、社会
学・民俗学・移民学などの分野で研究が行われて
きた「移民創業」がある。移民創業に関する研究
は、起業家個人を分析単位とすることが主流で
あった。トランスナショナル創業研究と異なる点
の一つは、移民が行う起業活動を居住国の観点か
ら観察していることである。移民起業に関する研
究は、特にチャイナタウンやインド人街などに代
表される居住国にある特定の民族の居住地で行わ
れる「民族起業（Ethnic Entrepreneurship）」に
端を発していることも一因だと考えられる。民族
起業では、起業家は文化的背景や文化をもつ人々
のネットワークを動員し、居住国に存在しない母
国の伝統や食生活を再現するためのビジネスを行
うため、母国の文化に関する知識や規範、そして
母国における社会資本などの出身国由来の資源は
大切な役割を果たす。しかしながら、民族起業の
研究は居住国の制度がつくり出す困難に重きを置
いた「機会構造（Opportunity Structure） 」の

観点から移民のビジネスを考察し、出身国由来の
リソースがビジネスに与える影響は二次的な要因
として考えられてきた（Waldinger, Aldrich, and 
Ward, 1990）。トランスナショナル創業に関する
研究では移民の二重性が根幹にあるため、出身
国・居住国に関する要因は同等の重要度をもつと
いう点で移民創業研究と異なる焦点をもつ。また、
移民創業研究は社会学者・人類学者が中心になっ
て行った一方で、トランスナショナル創業はアン
トレプレナーシップ研究の研究者が大きく貢献し
た。そのため、移民創業研究では機会構造の概念
から起業家は自身が組み込まれている社会構造に
よって決定される機会を享受する受動態的な存在
として扱われる傾向があったが、トランスナショ
ナル創業研究では、起業家は自ら機会を生み出す
主体的な役割を担うという考えが根幹にある。

トランスナショナル創業は、その根本的特徴の
ため、コロナ禍によって深刻な影響を受けると考
えられる。もちろん、新型コロナウイルス感染症
の世界的な大流行はあらゆる形態の起業に影響を
及ぼした。自然災害や人災、紛争など、ほかの種
類の危機とは異なり、コロナ禍はパンデミックで
あるため、世界中の交通・流通に甚大な危機をも
たらし、非常に強い感染力と重篤な感染者の健康
への影響のため、都市封鎖や日常生活のあらゆる
側面における制限は消費者行動に大きな変化をも
たらした。その結果、既存のビジネスモデルが機
能不全になる一方、新たな消費者のニーズが生ま
れたため、起業家に多様なビジネス機会が生まれ
たのである。筆者は、コロナ禍がトランスナショ
ナル起業家に与える影響が何にも増して甚大であ
る理由は主に二つあると考える。

一つ目の理由は、前述のトランスナショナル創
業が近年激増した背景であるコミュニケーション・
交通分野における技術革新とそれに伴うグローバ
ル化が、コロナ禍により脅かされているという点
である。パンデミックは、国境の一時的な閉鎖と
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国際的な人の往来の深刻な制限をもたらした。国
境間での移動制限は一時的（そしておそらく長期
的）な脱グローバリゼーションとも呼べる現象を
引き起こしているのだ（Sułkowski, 2020）。国と国
とのつながりと、国際的な往来は、トランスナショ
ナル創業を根本的に可能にする原動力である。国
境の一時的な閉鎖などは、国際的な価値連鎖を
崩壊させる危険があり、それは従来の国境間での
ビジネスのあり方を脅かすものと考えられる。国
際的な規模で事業を展開していた企業は、国境間
の物流や人の流動性の必要性を見直す過程で、遠
く離れた国ではなく、近隣国を戦略的拠点として
選択するようになるかもしれないし、国際物流が
不安定になれば自国や近隣国の資源を使うように
なる可能性もある。また、デジタル化できるプロ
セスはデジタル化され、実際の物理的な国境間の
流動性は減少すると予想される。これからの脱グ
ローバリゼーション的な環境の変化は、トランス
ナショナル的二重性を用いた価値創造のあり方に
大きく影響を与えると考えられる。事実、国境を
またいだ貿易や観光などのビジネスの国際化を基
軸とする産業は、居住国で多くの移民が起業する
分野であり、コロナ禍の世界経済への影響に関す
る先行研究はこれらの産業が最も甚大な被害を受
けた事実を明らかにしている（Sigala, 2020）。

二つ目の理由は、コロナ禍によって国際的な物
流や人の流動性が制限されることにより、移民自
身や起業家がつくり出すトランスナショナルな
ビジネスモデルの居住国と出身国へのつながり
に関するバランスが必然的に変化することであ
る。ミックス・エンベデッドネスに関する文献が
提言するように、同じように国境間を移動した移
民でも、人によって居住国と出身国の社会構造へ
の組み込まれ方は異なるものの、何かしらの形で
移住国・出身国両国の制度に組み込まれている

（Harima, et al., 2021）。コロナ禍は世界中の国々
に甚大な被害をもたらしたが、どのように、また

どの時期に影響をもたらしたのかは国によって異
なる。その国の地理的な位置や特徴に加え、経済
規模、人口密度、人口学的特徴、公的福祉制度、
政治レベルでのコロナ対策戦略など、さまざまな
要素が新型コロナウイルスによって引き起こされ
たパンデミックの各国の影響を決定する。居住国
と出身国、時として第三国を含め、複数の国の市
場でビジネスを運営するトランスナショナル起業
家は、絶えず変化するコロナ禍によってもたされ
る規制や市場の変化にそれぞれの国で対応する必
要があるため、一つの国・市場に焦点を置く起業
家よりも迅速性かつ高い適応性が求められると考
えられる。同時に、複数の国の経営資源にアクセ
スをもつトランスナショナル起業家は、より柔軟
に危機に対応できる可能性もあるのである。

3　ケーススタディー

本節では、筆者が定性的インタビューを行った
23人のトランスナショナル起業家のなかでも象
徴的であったケースを紹介する。これらのケー
スは、類似性から三つのグループに分類した。
Ambrosini（2014）が指摘しているように、どう
いった状況でのビジネスをトランスナショナル創
業と見なすかの判断は難しく、実際に先行研究で
はトランスナショナル起業家を定義するに当たっ
て意見が分かれている。初期の文献では、トラン
スナショナル起業家を年間の出身国と居住国の移
動回数などに重きを置き、狭義にとらえる意見も
あった一方で、最近の文献はデジタル化やそれに
伴う国境間のつながりの形態に関する変化を考慮
し、物理的な人の移動を重要視せず、居住国・出
身国のそれぞれのリソースを組み合わせることに
よってトランスナショナルなコンテクストのなか
で起業価値やビジネスモデルをつくり出す過程
を重要視するべきと議論している（Harima and 
Baron, 2020）。本研究でサンプルを選ぶ指標とし
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て、筆者は後者の広義での「トランスナショナル
起業家」の定義を選択した。コロナ禍初期の混
乱や、オンラインのみでインタビュー可能なト
ランスナショナル起業家の特定と接触の困難さゆ
え、短期間でより多くの起業家にアプローチする
ため、選択指標に関して産業や出身国・居住国の
制限は設けなかった。筆者がドイツに居住するた
め、多くはドイツに居住する諸外国からの移民で
あるが、エストニア、ポーランド、カンボジア、
ブラジル、米国などのドイツ以外の居住国に拠点
を置く起業家もサンプルに含まれる。

データ収集期間は2020年 5 月から同年 7 月であ
り、コロナ禍初期のトランスナショナル起業家
への影響と対応を明らかにすることを目的とし
た。合計23人への定性的インタビューが行われた。 
インタビューの長さは50分から90分で、平均す
ると66分であった。これらの定性的データから、 
インタビューが行われた言語（ドイツ語・英語・
日本語）で文字起こしされた情報を基に、筆者
が帰納的分析を行った。データ収集期間がコロ
ナ禍初期のため、本研究はパンデミック発生時
と超初期に起こった事象に分析の焦点を当てて
いる。

（ 1 ） グループ 1  
 ─革新性の低いビジネスモデル─

一つ目のグループは、伝統的で、デジタルの要
素が少ないビジネスモデルを基にしたトランスナ

ショナル起業家のグループである。そのなかでも
象徴的な 3 例を挙げる（表－ 1 ）。このグループ
に属するトランスナショナル創業は、物理的な構
成要素がビジネスモデルの重要な役割を担うた
め、国境間の物流や人の往来の制限に直接被害を
受ける傾向が目立つ。

【事例 1 】
1 人目はトルコ出身のドイツ在住の女性起業家

で、ドイツに住むトルコ系移民の結婚式に使われ
る新婦用や招待客用のドレスのブティックを長年
経営してきた。この起業家は60歳代で、トルコ
に居住していたときから30年以上数々のビジネ
スをつくり上げてきたシリアル起業家でもあり、
トランスナショナル・ビジネスの経営のノウハウ
は豊富にもち合わせていた。しかしながら、コロ
ナ禍によって引き起こされたこのビジネスへのダ
メージは非常に深刻であり、起業家はなすすべが
ないことを強調した。「私には今までの起業経験
によって培った経験と知恵がある。複数の国々に
は広い人脈もある。ただ、このコロナ禍には結婚
する人がいないから、客がいないからどうしよう
もない」と起業家は嘆いた。

トルコ系移民の結婚式の規模はドイツ人の結婚
式の平均よりはるかに大きく、数百人の客を招く
ことが一般的であるため、コロナ禍初期の都市
封鎖で、一度の会合に招待できる人数を数人と
定めていたドイツではトルコ系移民の結婚式の
キャンセルが相次いだ。この起業家のビジネス
は結婚式に関する商品やサービスのみ取り扱っ
ており、彼女のドイツとトルコにおける人脈と地
元の評判が根幹になる資本であった。長年営業し
てきた経営手法を維持する一方で、ソーシャルメ
ディアやオンラインでの販路拡大には精力的では
なかったことが、この起業家のコロナ禍によって
もたらされた環境の激変への適応力を制限したと
考えられる。

表－ 1　グループ 1の事例

番　号 出身国 滞在国 事業内容

1 トルコ ドイツ トルコ系移民用結婚式ドレス
のブティック

2 ポーランド ドイツ ポーランド系住民向けスー
パーマーケット

3 日　本 ドイツ 日本企業向けのロケーション 
スカウトビジネス

資料：著者作成（以下同じ）
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【事例 2 】
2 人目はポーランド人向けの食品を専門的に販

売するスーパーマーケットをドイツに数店舗をも
つポーランド人男性起業家だ。ポーランドとドイ
ツがEU領域内の陸続きに位置しており、国境間
の物流の重要性の高さにより、都市封鎖や国境の
一時的・部分的な閉鎖も両国間の物流へはほとん
ど影響が出なかったため、コロナ禍で大きな被害
を受けることはなかった。

ただ、新型コロナウイルス感染症の流行により
オンラインで日用品や食品を購入する顧客が増え
たことを受け、オンラインでの販売活路を見いだ
そうとしていた。このような、それまで店舗で
のみ食品を販売していたビジネスがオンライン
ショップなどを設けて、新たな販路を開拓するこ
とは、ほかの特定の民族のための食料品や日用品
を扱う民族ビジネスでも観察された。

興味深いことに、このポーランド人起業家はコ
ロナ禍によって予期せず新しい顧客を開拓するこ
とになった。それまではポーランド移民が顧客の
大部分を占めていたが、コロナ禍超初期に大手の
スーパーマーケットや小売店でトイレットペー
パーなどの日用品が品薄になったため、それらを
求めてドイツ人がポーランド人向けの店舗に訪れ
たからだ。また、ロックダウンでレストランなど
も封鎖され、家庭で料理することが増えたため、
普段とは違うものを食べようという動機でポーラン
ド人向けのスーパーマーケットに訪れる人々も現
れた。そのため、起業家はポーランド料理を知ら
ないドイツ人顧客にも商品を理解してもらうため
に、ポーランド語以外にもドイツ語で食品の説明
を添えるようになり、ドイツ人顧客が欲しがる商
品を仕入れ始めている。

【事例 3 】
3 人目はドイツに拠点を置く、欧州で映像を撮

影する日本企業向けのロケーションスカウトのビ

ジネスを行う日本人男性起業家である。この起業
家の場合、新型コロナウイルス感染症の大流行が
起こる前は日本企業の社員、撮影スタッフ、役者
やリポーターが実際に日本から欧州の撮影地に向
かうことが主であったため、日本・欧州間の往来
が困難になったことを受け、コロナ禍の最も初期
から依頼の多くがキャンセルされたことが、経営
に大打撃を与えた。「一番大きな問題は、日本か
ら人が来られなくなって受注した仕事ができない
ことだ。コロナ禍前は月に10件あった仕事が、今
は 5 件あるかないか」と語る。

特定の役者やリポーターが現地で必要ない場合
は、オンラインコミュニケーションツールで顧客
の要求を詳細に聞き出し、代わりの役者やスタッ
フを現地で調達したり、内容に修正を加えたりし
て、関係者が欧州を訪問せずとも顧客の希望にあ
る程度沿った映像を作成することで、一部の顧客
をつなぎ留めることができた。しかし、それは一
時的な応急措置的対応であって、根本的にビジネ
スモデルを変える必要性があることを認識してい
るという。「私たちのこれまでの顧客は日本人が
中心だった。しかし、過去には欧州の人からの依
頼も受けたことがある。日本人の顧客で間に合っ
ていたこともあり、今まではドイツ人顧客の開拓
に力を入れたことはなかったが、今コロナ禍を機
に時間もできて、根本的にビジネスのターゲット
層を考え直す良い機会になっている」と振り返る。

（ 2 ） グループ 2 ─デジタルと物理的構成要素 
 からなる革新性が高いビジネスモデル─

二つ目のグループは、一つ目のグループに比べ
ビジネスモデルにおいて革新的かつデジタルな要
素が強いが、物理的構成要素も同様に重要な役割
を担っている起業家である。そのなかでも象徴的
な三つの例を挙げる（表－ 2 ）。このグループは、
国際物流や往来にも影響を受けたが、それ以外の
被害も目立った。
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【事例 4 】
1 人目の起業家はベルリンに拠点を置き、母国 

にプログラマー育成のためのインキュベーターを
設立した、アフガニスタン人男性起業家である。
この起業家は独学でプログラミングのスキルを学
び、これまでにモバイルアプリなどを開発するス
タートアップを複数起業した経験をもつ。ベルリン
だけではなく、欧州・北米・アフリカなど世界中
の起業エコシステムに広い人脈をもつ。プログラ
ミングの能力、起業経験、広い人脈を生かし、母
国の人材を育成するためにインキュベーターを設
立した矢先にコロナ禍が発生した。ドイツ・アフ
ガニスタン両国はコロナ禍で甚大な被害を異なる
タイミングで受け、ビジネスには大きな遅延が発
生した。

しかしながら、この起業家は困難な状況をさま
ざまな機会に変えることに成功している。例えば、
アフガニスタンでは都市封鎖のためインキュベー
ター施設でサービスを提供できないうえに、イン
ターネット回線の基盤が弱いためサービスをオン
ラインで提供することは難しかった。その逆境の
なか、この起業家はパンデミックの下で急遽開催
することを決意したアフガニスタン初のオンライン
でのハッカソン（Hackathon：技術者が集まって
短期間でプログラム開発を行うイベント）を成功
させた。

イベントについて、「アフガニスタンでは信頼で
きるインターネット環境がないため、オンライン 
のイベントを行うことは突拍子もないアイデア

だった。私たちは現地の通信業者と提携し、500個 
のモバイルデータパッケージを購入して、それを 
まず人々に配布した。各国に人脈があるため、36カ 
国からメンターを集めて、400人の参加者がSlack 

（オンライン情報交換ツール）のグループをつくっ
た。そのうち、12チームが実際にプロトタイプとデ 
モをつくり、そのうちの 6 チームはイベントの後、
ベルリンのバーチャル・インキュベーターのプロ
グラムに参加することが決まった」と起業家は説
明する。

この経験は、このビジネスの戦略的な拠点選択
の意思決定にも影響を及ぼした。「当初、私たち
は首都のカブールだけを戦略的に考えていたが、
このハッカソンをきっかけに、よりデジタルな要
素を増やしてアフガニスタン全土でビジネスを展
開できるのではと考えるようになった。そういっ
た意味では、コロナ禍は、このビジネスのスケー
ラビリティ（拡張性）の観点で良い方向性を示し
てくれた」と起業家は語る。

このケースに関して特筆すべき点として、起業
家の潤沢な経営資本が挙げられる。母国の業務が
行えなくなったことによる利益損失をドイツ側の
ビジネスで補うことができたのである。

【事例 5 】
2 人目の起業家はベルリンの大学で修士課程を

修了した後、アジア各国の料理のレシピとその材
料になる食品が入ったフードボックスを販売する
ビジネスを立ち上げた韓国人男性起業家である。
アジア料理を家庭で料理することに興味があるド
イツ人顧客にとって、必要な材料を見つけること
が困難で、また、アジア食品店で販売されている
商品のパッケージが大きく使い切れないという問
題を解決するため、一度の料理で使い切れる材料
をレシピとともに販売するものである。

このビジネスは、コロナ禍当初のアジア食品に
対する偏見からの風評被害や、国際物流の滞りに

表－ 2　グループ 2の事例

番　号 出身国 滞在国 事業内容

4 アフガ
ニスタン ドイツ アフガニスタンでのプログラ

マー育成インキュベーター

5 韓　国 ドイツ アジア各国の料理レシピ提
供・食品販売

6 イタリア ドイツ イタリアのホテル価格の比較
サイト運営
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よる問題に直面した。その一方で、都市封鎖によ
り、自宅で料理や食事をする機会が激増し、レス
トランで目新しいほかの国の料理が食べられなく
なったため代替物を探す顧客のニーズが増えたこ
とがビジネスにとって追い風になった。

コロナ禍の影響について、「ロックダウンして
レストランも一時的な休業を余儀なくされている
ことは、私のビジネスにとって思わぬ機会を生み
出した。人々は今までよりもずっと長い時間を家
で過ごすことになり、以前よりも頻繁に家で料理
をするようになった。そういったなか、同じ料理
の繰り返しに飽きたのだろう。多くの人がフード
ボックスを注文してくれるようになったのだ。さ
らに、私たちが勢いに乗った理由は、海外旅行に
行けない、外国の文化に触れられないという制限
から生まれる人々の不満だ。家で料理するにして
も、食べるものを通して海外に行った気分を味わ
おうという人が増えている。ピクニックの回数も
増えたことも受け、 4 月にはピクニック用の日本
料理が入った『春の花見ボックス』という商品も
開発した」と説明する。

この起業家は、コロナ禍の制限の多い日常生活
から生まれる新しいニーズに素早く対応すること
により、新しいビジネスの機会を生み出した。こ
こで重要なことは、外国の文化をパンデミック下
でも経験することを渇望するドイツ人顧客のため
に、アジアのさまざまな食にまつわる文化を再解
釈し、異文化体験の要素を価値創造に組み込んだ
能力である。

【事例 6 】
3 人目はドイツに在住するイタリア人の男性起

業家で、イタリアのホテルの価格を比較する人工
知能を活用したオンラインプラットフォームを経
営していた。このビジネスは、観光産業がコロナ
禍によって最も大きな被害を受けた産業の一つで
あるうえに、特にコロナ禍発生直後に、イタリア

で大流行した新型コロナウイルス感染症が多数の
死者を出したことでイタリアへの旅行者が激減し 
たことを受け、甚大な損害を経験した。「コロナ禍 
の影響は一時的なものでなく、ホテル産業が長期に 
わたって影響を受けることは明白だ。従って、我々
の従来のビジネスモデルは通用しない」と、この
起業家はビジネスが置かれる現状を分析した。

このビジネスの顧客はイタリアのホテルであ
り、コロナ禍発生直後から長期にわたって宿泊客
が皆無に等しい状況に陥った。この起業家にとっ
て一番頭を悩ませることは、飛行機で気軽にイタ
リアとドイツ間を往来できなくなったことであ
る。「私のようにリモート・ワークスタイルを維
持する者にとって、フィジカル（物理的）とデジ
タルのバランスのとれたコミュニケーションは、
ビジネスの成功に欠かせないものだ。物理的にク
ライアントと対面で話すことが決定的な影響を及
ぼすことが多々あるのだが、今はそれができない」
と頭を抱えた。 

オランダ・スウェーデン・ドイツに滞在した経
験をもつため人脈は広く、イタリアだけでなくド
イツや北欧、ハンガリーなど、欧州全体に顧客を
もつこのイタリア人起業家は、コロナ禍を機にホ
テル業界でさまざまなプロセスのデジタル化が進
み、それが新たなビジネス機会を生み出すことを
願っていた。「ホテル業界全体でみると、まだま
だデジタル化されていないところはたくさんあ
る。多くのプロセスはデジタル化することが可能 
だが、それがなされていないのが現状だ。そのため、 
将来的にはホテル業界はもっとデジタル化される
と考えている。こうした動きは、私たちのビジネ
スにとって有利になるかもしれない」と語る。

インタビューをした時点で、この起業家はドイ
ツ政府からの中小企業向けの新型コロナウイルス
感染症対策資金の援助を受けていた。「突然すべ
ての契約がなくなってしまったから、ドイツ政府
からの支援は事業継続のために必要不可欠なもの
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だった」。このケースは、起業家がもつグローバ
ルな人脈やリソースをもってしても、その産業全
体がパンデミックで破壊的な影響を受けると、ビ
ジネスモデルをある程度維持しつつ状況を好転さ
せることは困難であることを示している。

（ 3 ） グループ 3 ─革新性の高い 
 バーチャル・ビジネスモデル─

三つ目のグループはビジネスモデルの主要な構
成要素がデジタル技術であり、物理的な構成要素
は二次的である起業家のグループである（表－ 3 ）。
このグループはデータ・サンプルのなかで最も強
いレジリエンス（外因的不確実性への対応力）と
創造的な危機への対応をみせた。そのなかから、
3 人の起業家の象徴的事例を挙げる。

【事例 7 】
1 人目の起業家はベルリンでスマートシティに

関連するハードウエアデバイスを開発・販売する
ビジネスを立ち上げた中国人男性起業家である。
共同経営者は北米と欧州出身で、このビジネスは
ドイツ・米国・中国から投資されている。コロナ
禍前は世界中の地方自治体を顧客層としていた。
しかし、コロナ禍により対面でクライアントに会
う機会がなくなったことはこのビジネスに大きな
損失をもたらした。「新型コロナウイルス感染症
の大流行により、ドイツ、その他の欧州の国々、
米国、オーストラリアで多くの売り上げを失った」

と起業家は話す。
開拓中だった日本市場をコロナ禍の影響例とし

て挙げた。「2020年 2 月に、東京のクライアント
と交渉するために 2 度目の訪問をした。 1 度目の
訪問の後、そのクライアントが我々とのプロジェ
クト契約書にサインしたいと言ったので、交渉を
まとめるための訪問だった。その直後、新型コロ
ナウイルス感染症のグローバル・アウトブレイク
が起きてしまい、現在に至るまでそのクライアン
トからのフィードバックはない。それどころでは
ないのだろう。多くのクライアントは、コロナ禍
対策以外のすべてのプロセスの進行速度を落とし
てパンデミックの広がりの様子をみようとしてい
る」と説明する。

既存市場でのビジネスへのダメージは、このビ
ジネスの国際戦略を大きく変更させることになっ
た。「今までの顧客を失ったことから、私たちは
中国市場に焦点を合わせることにした。先月から
すでに中国で我々の商品は販売され始めている。
コロナ禍以前は米国やオーストラリア市場に重点
を置いていた」という。この起業家が中国市場に
注目したのには大きく分けて二つの理由がある。
一つ目は、中国は新型コロナウイルスが初めて発
見され、大流行した場所であったが、政府の正式
発表によると新型コロナウイルスの感染者が激減 
し、感染状況が比較的落ち着いた状態が続いてい 
たことである。そのため、コロナ禍対策に忙し
く、ほかの都市開発プロジェクトを後回しにする
傾向があったウイルス流行地の地方自治体と異な
り、中国にはスマートシティ化に積極的に取り組
もうとする地方自治体が多くあった。二つ目は、
起業家自身の母国中国へのつながりである。「私
はドイツと中国のどちらにも良いコネクションを
もっている。経済やイノベーションを担当するベ
ルリン政府の役人とも連絡をとっているし、ベル
リンを訪問する中国政府の代表団とも面会してい 
る」と起業家は語る。自身の出身国が中国であ 

表－ 3　グループ 3の事例

番　号 出身国 滞在国 事業内容

7 中　国 ドイツ スマートシティ関連のハード
ウエアデバイスの開発・販売

8 日　本 ドイツ
東欧の技術系・ビジネス系人
材を探す日本企業のための 
オンラインサービス

9 日　本 エストニア 仮想通貨のフィンテックスター
トアップ
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り、中国政府とのつながりをもったことで、物理
的に中国を訪問せずとも中国の地方自治体から信
頼を得てビジネスを始めることができたのである。

【事例 8 】
2 人目は同じくベルリンに拠点を置く日本人男

性起業家で、欧州、特に東欧の技術系・ビジネス
系人材を探す日本企業のためのブロックチェーン
を利用したオンラインプラットフォームを経営し
ている。

驚いたことに、この起業家は、コロナ禍はむ
しろビジネスにとって追い風になったと話した。

「パンデミックによって、保守的な日本社会がよ
うやくオープンになりつつあるから、コロナ禍の
ビジネスへの影響はメリットしかない。突然、誰
もが日本でテレワークを始めたわけだから。例え
ば、現在私は日本で投資家を探していて、ディー 
ルがクローズされようとしている。30社以上のベン 
チャーキャピタル企業と話したが、すべての交渉
はリモートで行われた。すでに 2 社からポジティ
ブな回答があった。ベンチャーキャピタル企業が
バーチャルなコミュニケーションのみで意思決定
ができるようになったことは、単純にすごいこと
だと思う」とのことである。

この起業家は、コロナ禍以前でもビジネス上の
コミュニケーションをほぼすべてリモートで行っ
ていたという。「アルメニア、ベラルーシ、ウク 
ライナ、ロシアといった国々の企業と連絡を取り
合う必要があるので、コミュニケーションはすべ
て遠隔で行われている。意思決定の 9 割以上は遠隔
で行われていたといっても過言ではないと思う」。

元々の経営形態がバーチャル上のコミュニケー
ションを土台にしていたこのビジネスにとって、
コロナ禍による物理的な物流や人の移動制限は問
題にはならなかった。新型コロナウイルス感染症 
が世界的に大流行し始めた混乱で、パンデミック当 
初は一時的に売り上げが減少したが、それでも全体 

的にみてビジネスへの影響はポジティブだという。
特筆すべきは、この起業家の環境激変への対応

能力の高さである。その環境対応力は、このビジ
ネス以前にいくつも会社を起業した経験で培った
ものであった。「私はこれまでの起業のなかで、
顧客と直接話さず、自分が顧客にとって必要と考
えたものを開発・販売することで事業の失敗を経
験した。その経験を生かし、コロナ禍発生直後か
ら、顧客のために、顧客の立場からパンデミック
下で新たに生まれるニーズを理解しようと努力し
た。実際に顧客に直接コンタクトし、話を聞くこ
とによって、新たなビジネスチャンスを見いだす
ことができた。新しいビジネスモデルは、以前の
ビジネスよりもはるかに効率的な収益率をもたら
すものだ。そういった意味で、コロナ禍は私に非
常に良い戦略的好機を与えてくれた」ということ
である。

【事例 9 】
3 人目はエストニアで仮想通貨のフィンテック

スタートアップを立ち上げた日本人男性起業家
だ。この起業家はアジアの複数の国にほかのビジ
ネスを展開しており、コロナ禍以前は「 1 年の 5 分
の 3 は日本にはおらず、各国を飛び回っていた」
と語った。

コロナ禍で、海外へ渡航することができなくな
り、突然すべてのビジネス関連のコミュニケー
ションはオンラインで行われることになった。「日
本だけでなくアジアのほかの国でも、保守的で伝
統的な企業は、その場所まで移動して直接会う必
要があった。そういった企業も、コロナ禍で都市
間・国境間の物理的移動が不可能になった今、コ
ミュニケーションを含めてあらゆるプロセスをデ
ジタル化する必要に直面している。そういった意
味では、コロナ禍は私のビジネスに好影響を与え
たといえる。現地に行かなくてもデジタルでコン
タクトできるようになったのだから」。
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コロナ禍以前、 1 年の半分以上は海外出張に時
間を費やしていたため、海外出張がなくなると自
由に使える時間ができた。この起業家は、この時
間をかつてつながりがあった世界各国の起業家と 
のオンライン上での交流に費やした。「ほぼ毎晩
のように、オンラインでいろいろな起業家と話し
ている。これらのオンラインミーティングでは、
シリコンバレーにいたころに交流があった起業家
との古い人脈をリフレッシュすることができた」。
興味深いことに、このオンライン上での交流は、
新しいビジネス機会を生み出した。「オンライン
スポーツの分野でビジネスをしている旧友から、
中南米市場向けに仮想通貨のソリューションを開
発できないかと相談された。そのエクアドルの起
業家とは新しいビジネスを立ち上げるための契約
を結んでいる。このようなインターネット上での
会話から、信じられないほど多くの新たなビジネ
スチャンスが生まれている」。

この起業家の仮想通貨ビジネスは、元々のビジ
ネスモデルがほぼ完全にデジタルの構成要素から
成り立っていたため、パンデミックによる国際的
な物流や人の流動性の制限の影響はほとんど受け
なかったという。このビジネスの場合、エストニ
アというビジネスが行われている国がもつ起業シ
ステムの特異性も重要な役割を担う。エストニア
には「電子居住（e-Residency）」という世界で初
めて導入された居住地に関係なく容易に外国人が
ビジネス活動するためのシステムがあり、このビ
ジネスはそのシステムを利用して登録していたこ

とによって、電子居住者としてエストニアに物理
的に訪問せずともビジネスに関連するすべての手
続きが可能であった。コロナ禍はこのビジネスに
マイナスの影響を与えなかったのみではなく、長
期的にはプラスになると考える。「コロナ禍が長
引けば、世界各国の経済が不安定になる。その結
果、各国の通貨よりも仮想通貨の価値が上がると
考えている」。

4　 トランスナショナル起業家が 
 コロナ禍で受けた影響

第 4 節では、第 3 節で紹介した欧州のトランス
ナショナル起業家の象徴的事例に、表－ 4 で示し
たそのほかの典型的な事例を加え、コロナ禍でト
ランスナショナル起業家が受けた影響を整理する。

（ 1 ） 制限された国境間での移動

新型コロナウイルス感染症は2019年の終わりから
2020年の初めにかけて、突如として急速に世界で
流行した。近代ではみたことがない速度で世界に 
蔓延した新型ウイルスへの対策として、多くの国々 
は入国制限を導入したため、それ以前に当たり前
のように存在したグローバル・モビリティは突如
として部分的に機能しなくなった。

例えば、カンボジアでリゾートホテルと私立大
学を経営する日本人起業家（事例10）は、日本人
投資家との交渉のため帰国したが、カンボジアに
戻るために搭乗予定だった飛行機が出発直前に
キャンセルされ、その後数カ月東京でのホテル生
活を余儀なくされた。その間、カンボジアでの業
務は、現地スタッフとオンラインでコミュニケー
ションすることで行った。

ドイツとポーランドに拠点を置くスロバキア出
身の起業家（事例11）はポータブルな電子健康管
理デバイスをアフリカ市場向けに開発していた
が、コロナ禍発生により予定していたケニア・ル

表－ 4　第 4節で初めて紹介される事例

番　号 出身国 滞在国 事業内容

10 日　本 カンボジア リゾートホテルと私立大学の
経営

11 スロバキア ドイツ
ポーランド

アフリカ向け電子健康管理デ
バイスの開発

12 スリランカ ドイツ スリランカのドライフルーツ
の輸入

03-播磨氏論文.indd   5203-播磨氏論文.indd   52 2022/05/13   16:22:042022/05/13   16:22:04



─ 53 ─

コロナ禍のなかでのトランスナショナル創業
─欧州の事例を中心に─

ワンダ・ガーナ訪問が叶わなくなり、商品の発売
時期が 1 年以上遅延した。

同様に、前節で紹介したスマートシティをつくる
ためのサービスを提供する中国の起業家（事例 7 ）
は、アジアと欧州の頻繁かつ柔軟な往来が叶わな
くなったことに困惑していた。「台湾にもシンガ
ポールにも、私たちのビジネスにとって大切な
パートナーがいる。コロナ禍のせいで現地に行け
ないため、オンラインで遠隔地からの業務になっ
ているが、難しいことがとても多い。時には、遠
隔操作で解決できない問題に直面することもあ
り、試行錯誤している」。アジアの文化では、信
頼をビジネスの関係性のなかで特に重視するた
め、現地でビジネスパートナーに対面で会えない
ことは、既存のビジネスパートナーや顧客との関
係を良好に保つことにも、新たな投資家や顧客を
開拓するに当たっても、悪影響を及ぼした。

コロナ禍による、国境間の移動制限は起業家自
身だけでなく顧客の移動も一時的に不可能にし
た。例えば、前述のカンボジアの日本人起業家（事
例10）にとって、日本人はリゾートビジネスの主
要な顧客層であったが、カンボジアに到着した外
国人は長期間の検疫が必要になったため、短期間
での海外渡航ができなくなってしまった。

ドイツで、欧州でのテレビ番組・映画・コマー
シャルなどの撮影をする日本企業向けのロケー
ションスカウトビジネスをしている日本人起業家 

（事例 3 ）も、クライアントが欧州に渡航できなく 
なってしまったため、多くの契約が延期かキャン
セルになった。

グローバル・モビリティが大幅に制限されるこ
とは、トランスナショナル創業に限らず、あらゆ
る経済活動に大きな影響を与えるが、トランスナ
ショナル創業はビジネスモデルと価値創造自体が
複数の国のリソース・顧客・その他の要素の組み
合わせから成り立っているため、その影響は各段
に大きい。

（ 2 ） 国際的な価値連鎖の崩壊

本研究で紹介する起業家の多くは、コロナ禍が
引き起こしたグローバル・バリューチェーン（国
際的な価値連鎖）や国際貿易の機能不全がビジネ
スにもたらした悪影響を指摘した。特にその影響
は貿易セクターで顕著に観察された。ドイツでア
ジアの食品を扱う韓国人起業家（事例 5 ）は「コ
ロナ禍が世界的に始まった当初、特に2020年 3 月
と 4 月は品不足であった。不足分を調達するため
に、あらゆる人脈を使い在庫がある供給者を探し、
またベルリンにあるアジア食品スーパー複数に足
を運ぶ必要があった」と話す。特に新型コロナウ
イルスが最初に確認された場所が中国であったこ
ともあり、アジア関連の商品を扱う起業家は欧州
で風評被害に悩まされることとなった。

スリランカ出身のドイツ在住の起業家（事例12）
は、スリランカの農業をサポートするために出身
国から天然の果実製品を直接ドイツへ輸入するビ
ジネスを準備していたときに新型コロナウイルス
感染症の世界流行が始まった。運よく、スリラン
カが都市封鎖する前に商品を一度輸入できたもの
の、「 2 ～ 3 カ月後にはスリランカから製品を輸
入しなければならないが、次にいつ輸入できるの
か見通しが立たない」と嘆いた。

パンデミック下で、大陸間の物流や人の流動性
は大きく制限されることになった一方で、陸続き
の近隣諸国とビジネスを行っていたトランスナ
ショナル起業家にはそれほど深刻な影響は出ない
ケースもあった。「私たちの製品の99.9パーセン
トはポーランド産だ。これらの製品は、通常月に
1 度か 2 度、大型トラックでポーランドから輸送
され、我々のスーパーマーケットの各店舗に配送
される。 4 ～ 5 時間遅れてトラックが到着した
ことはあったかもしれないが、コロナ禍によって
ドイツとポーランドの国境の貨物輸送車の往来が
制限されたことは一度もなかったことが、我々の
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ビジネスにとっては幸運だった」。
こう語るのは、象徴的事例でも紹介したドイツで

ポーランドから食品を輸入する小売業者（事例 2 ）
である。同様に、欧州内限定でビジネスをするト
ランスナショナル起業家からは大陸間をまたいで
価値創造する起業家に比べて被害は深刻ではな
かったという意見が多かった。

（ 3 ） ミックス・エンベデッドネスへの 
 ダメージ

国際的な価値連鎖や物流の機能不全によって前
述のような脱グローバリゼーションとも呼べる現
象が起こった一方で、国境を越えて活動する起業
家はコロナ禍の異なる影響を受けた複数の市場に
対処する必要があるため、「多重」被害に直面し
ていることが本研究では観察された。その一例と 
して、ドイツ・ベルリンから母国のアフガニスタン 
でプログラマー育成施設を設立した起業家（事 
例 4 ）は、「コロナ禍の影響に関していえば、アフ 
ガニスタンの状況はドイツから大体 1 カ月半ほど
遅れているといえる。ドイツではコロナ第 1 波は 
1 カ月半前だったが、今アフガニスタンでは第 1 波 
のピークを迎えている。残念ながら、現地スタッフ 
のうち 3 人が新型コロナウイルスに感染してしま
い、2 カ月間すべての業務を停止せざるを得なかっ
た。しかし、誰も使っていない施設の利用費はそ
れでも支払い続けなければいけない」と語る。

この起業家は現地スタッフを 7 人雇用していた
が、コロナ禍により一時的な業務の規模縮小を余
儀なくされた。「本当は、今は 2 人いれば業務は
間に合うが、 7 人全員に給料を払い続けている。
この非常事態に、パンデミックによって 5 人が職
を失うのは避けたい。このビジネスは母国をサ
ポートするために始めたものだから、できるだけ
アフガニスタンの従業員を支援したい」という。
この起業家は、2020年 3 月から 5 月にかけてドイ
ツで都市封鎖を経験し、ドイツ側のビジネスに大

きな制約を受けた。ドイツ市場が正常化に向けて
動き始めると、今度はアフガニスタンがロックダ
ウンされ、母国の業務に大きな影響が出た。この
起業家のケースは、トランスナショナルというビ
ジネスの性質が多重で、より長期にわたる弊害を
引き起こす可能性を浮き彫りにしている。

5　トランスナショナル起業家による 
 コロナ禍への対応可能性

（ 1 ） 危機への対応可能性の分析

以下では、コロナ禍によって引き起こされた環
境の激変やビジネスへの被害へのトランスナショ
ナル起業家特有の対応を、これまで紹介した事例
と表－ 5 で示した事例により考察する。

まず彼らは、居住国と母国の両国の制度、市
場、文化につながりがあることを利用して、両国
の間でバランスをとる戦略をもっていることが観
察された。この一例として、一時的に 1 カ国の市
場が機能不全に陥った場合、もう片方、または別
の国の市場に焦点を移すことでパンデミックのネ
ガティブな影響を緩和するという戦略が挙げられ
る。新型コロナウイルス感染症は世界的に流行し
たが、パンデミックが各国に与える影響は、その
国の地理的位置、医療制度、政治、経済の状況に
よって少なからず異なっていた。

本研究ではトランスナショナル起業家が、自身
のビジネスが関わる国々の状況を随時見極め、特
定の市場の強みで比較的コロナ禍の被害が大きい
市場の弱みをカバーするように行動を起こしてい
ることを観察した。象徴的事例で紹介したスマー
トシティに関するハードウエアを開発・販売する
ベルリン在住の中国人男性起業家（事例 7 ）はその 
一例である。この起業家の場合、コロナ禍以前に
国際戦略で焦点を置いていた欧米やオーストラリ
ア市場の顧客を失ったため、その損失を補うため、
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自身の母国であり、政治・産業レベルで深いつな
がりがある中国市場を急遽開拓することにした。

同様に象徴的事例として紹介したベルリン在住
のロケーションスカウトのビジネスを設立した
日本人男性起業家（事例 3 ）は、日本からクライ
アントが欧州に物理的に訪問できなくなったこと
を受け、欧州市場を開拓する考えを示した。コロ
ナ禍は、起業家が過去数年間のビジネスを通して
培ったノウハウ、技術、人脈などのリソースが日
本のクライアント以外にも通用することを気づか
せるきっかけとなった。

そのほかにも、アフリカの市場向けにポータ
ブルの健康チェックデジタルデバイスを開発し、
2020年にアフリカに実際に滞在し生産準備を行う
予定が頓挫した、ドイツとポーランドに拠点を置
くスロバキア人男性起業家（事例11）は、生産準
備を行う市場をアフリカから母国スロバキアに移
した。コロナ禍以前は、この起業家のビジネスモ
デルにおいて、母国スロバキアは重点的な販売拠
点どころか、販売対象の市場としても考慮に入れ
られていなかった。しかしながら、母国は手軽だ
という理由での、対象市場の変更であった。応急
処置としての市場変更であったが、この起業家の
コロナ禍における国際市場に関する意思決定は思
わぬ収穫をもたらす。「アフリカ向けに開発した
製品だったが、意外にスロバキアの顧客にも受け
がよく、ニーズがあることがわかった。これをきっ
かけに、我々の製品がアフリカ市場だけではなく
欧州市場にも通用しそうだと考えるようになり、
欧州市場開拓も視野に入れ始めた」。

これらの事例は、非常時における、トランスナ
ショナル起業家がもつ居住国と母国の文化・規範・
制度などのつながりを基軸にする二重性の強みを
示している。この移民の二重性は、起業家が居住
国と母国の 2 カ国、もしくはそれ以上の国々の資
源を組み合わせることによって特有の価値を創造
することを可能にする。トランスナショナル創業・

移民創業に関する先行文献では、その資源の組み
合わせ方はさまざまで複数のレベルで起こり得る
ものとされている。より具体的には、トランスナ
ショナルにビジネスを行う起業家は、個人の認知
力レベル、つまり両国の規範や文化に関する知識
や理解を意識的、または無意識に組み合わせるこ
とによって起業機会をつくり出す。例えば、ドイ
ツに在住するシリア人起業家（事例13）が、シリ
ア料理のケータリングサービスの会社を設立する
際に、単に母国の伝統料理を提供するのではなく、
ベジタリアンやヴィーガンが多いドイツ人のため
に、母国料理をベジタリアン・ヴィーガン用に適
応して提供する戦略を採った場合、その起業家は
母国の伝統料理に関する知識とスキルと居住国の
顧客のニーズを組み合わせて価値創造していると
考えられる（Harima and Freudenberg, 2020）。

そのほかにも、トランスナショナルな経営環境
をもつ起業家は各国の人脈を組み合わせ、トラン
スナショナル社会資本を用いて新たな価値をつく
り出す。例えば、前述のベルリン在住のロケー
ションスカウトを行う日本人男性起業家（事例 3 ）
や、同じくベルリンで日本企業向けに世界中の人
材をプロジェクトに組み込むプラットフォームを
開発している日本人男性起業家（事例 8 ）もネッ
トワークレベルでトランスナショナルな起業価値
を生み出している例といえる。

複数の国の資源の組み合わせがいかなるレベル

表－ 5　第 5節で初めて紹介される事例

番　号 出身国 滞在国 事業内容

13 シリア ドイツ シリア料理のケータリング

14 オランダ ドイツ フィンテックスタートアップ

15 日　本 ドイツ 日本企業に現地スタートアッ 
プでのインターン体験を提供

16 セルビア ドイツ 自己啓発セミナー事業

17 イタリア ドイツ イタリア市場向け、製品試
験のEコマース事業
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で起きようと、トランスナショナル起業家の多く
はその国々の市場を何らかの形で組み合わせるこ
とになる。本研究では、従来の市場が機能しなく
なった場合に、比較的簡単に母国、もしくは居住
国の市場を起動させることにより、外因性の困難
を中和する起業家の行動を観察した。興味深いこ
とは、そうした一時的なターゲット市場の変化は
トランスナショナル起業家に新たな戦略的方向性
を見いださせたことである。

そのほかにも、本研究では、トランスナショナ
ル起業家は自らが関わる複数の国の制度の強みと
弱みを組み合わせることによって、相対的にコロ
ナ禍からビジネスが受ける影響のバランスをとっ
ていることを観察した。例えば、象徴的事例で紹
介したベルリン在住で、母国でプログラマー育成
のためのインキュベーターを設立していたアフガ
ニスタンの起業家（事例 4 ）は、ビジネス機会を
つくり出すに当たって、当時のアフガニスタン政
府へ父親を通してつながりがあったため、問題な
くカブールで適切な施設を見つけることができ、
適宜母国の政府からのサポートを受けていた。コ
ロナ禍が始まってから、当時のアフガニスタン政
府は財政難に陥った一方で、ドイツ政府は自国の
強靭な経済力と、確立された医療制度を基に、コ
ロナ禍が国家経済にもたらす影響を最小限にとど
めるための政策を打ち出した。その政策の一つに、 
中小企業を営む経営者への一時給付金があり、特
にベルリンはコロナ禍発生初期に申請から数日以
内で交付されることで話題になった。このアフガニ
スタン人の起業家も、こういったドイツ政府からの
救済措置の恩恵を受け、そこで得た一時金をアフ
ガニスタン市場で出た損失にまわすことができた。

同様に、ドイツでフィンテックのスタートアッ
プを経営するオランダ人男性起業家（事例14）は、
ドイツ政府からの経営者向け一時金を受け取った
が、それ以上のドイツの制度的支援からの利益も
得た。「私たちのビジネスにとって最も大きな問

題だったのが、コロナ禍によって投資が受けられ
なくなったことだった。というのも、コロナ禍
によって、将来どうなるかわからない不安から、
ベンチャーキャピタル業界が凍結してしまったか
らだ。幸運なことに、ドイツ政府はすぐにベン
チャーキャピタル業界が投資に躊

ちゅう

躇
ちょ

していること
に気づいて、ベンチャーキャピタル業界をサポー
トする特別なパッケージを出した。そのため、事
態は好転し、投資家を見つけることができる兆し
がみえている」。

これらのトランスナショナル起業家は、居住国
の制度の強みを利用したが、今回の調査では、自
国の制度の強みを利用した起業家もいた。これ
は、特に自国が安定した制度と強い経済力をもち、
居住国が発展途上国である起業家に顕著であっ
た。例えば、カンボジアでリゾートホテルと私立
大学を営む日本人男性起業家（事例10）は、コロ
ナ禍の発生で思いがけずカンボジアに戻れなくな
り日本での滞在を余儀なくされたが、その状況は
結果的にビジネスに好影響を与えたと振り返る。

「カンボジアでは、コロナ禍において、政府から
の財政的な支援などはまったく機会がない。この
危機的な状況下で、やはり頼れるのは母国だ。私
も日本の金融機関や投資家に頼ることができた」。

本研究は、トランスナショナル起業家が居住国
と自国の強みを生かすことができる資源・市場・
制度の組み合わせ方法を状況に応じて変化させる
ことによって、危機下での戦略的オプションの多
様性・重要性を生み出すことを明らかにした。こ
のトランスナショナルな環境における資源の組み
合わせ方は理論上は無限大に存在する。そのた
め、コロナ禍においての日々劇的に変化するダイ
ナミックな環境に最適の戦略オプションを生み出
すためには、状況に適しており、なおかつ起業家
自身がアクセスできる資源を最大限に利用できる
組み合わせ方を選ぶ必要がある。本研究では、事
例からパンデミックのような危機下でトランスナ
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ショナル起業家が複数の国に存在する資源を効果
的に組み合わせることを可能にした三つの成功要
因を特定した。

まず第 1 の成功要因は、国境を越えた自国出身
者、もしくは同じ文化的背景を共有する人々との
連携である。このようなネットワークは、先行研
究では「ディアスポラ・ネットワーク（またはト
ランスナショナル・ディアスポラ・ネットワーク）」
と呼ばれる（Kotabe, et al., 2013）。ディアスポラ

（diaspora）とは、移民またはその子孫で出身国
との強いつながりを維持している人たちのことを
いう。先に紹介したエストニアで仮想通貨関連の
フィンテックスタートアップを営む日本人起業家

（事例 9 ）は、世界各国に居住する日本人を含め
た世界中の起業家との情報交換をオンライン・コ
ミュニケーションで行うことにより、コロナ禍に
よって生まれた新たなニーズをいち早く見いだす
ことができた。

そのほかにも、ドイツに居住しており、母国の
農家をサポートするためにドライフルーツを輸
入・販売するビジネスを行っていたスリランカ人
男性起業家（事例12）は、危機に対応するために
ディアスポラ・ネットワークを活用した一人であ
る。コロナ禍以前は、スリランカのディアスポラ・
ネットワークを頼りにしていなかったが、パンデ
ミックを機に、祖国のつながりを軸とした一体感
がコミュニティに生まれたと感じたため、自らも
ネットワークに参加するようになった。「私はス
リランカ出身の友人たちに、コロナ禍で誰か困っ
ている人がいたら力になれないだろうかと話した
ところ、ある友人を通じて、サウジアラビアを拠
点に、ドイツにはちみつを輸出しようとしている
タミル人がいることを知った。そこで、その起業
家にコンタクトをとって、そのはちみつを私が経
営しているオンラインプラットフォームで販売す
ることを打診した」。

この発言にも表れているように、このスリラン

カ出身の起業家は困難な状況下にある母国や同郷
の人々を支えたいという強い意志をもっている。
このような意志は、「母国思考」と呼ばれる、自
国以外のさまざまな国・地域に居住するディアス
ポラが母国へ貢献する動機になる。

特筆すべきは、この起業家のディアスポラ・ネッ
トワークへの積極的な関与は、他のネットワーク
に属する起業家を助けるだけでなく、この起業家
が他のディアスポラから支援を受けるきっかけを
つくったことだ。「英国にはスリランカ人のコミュ
ニティがあり、パンデミックが勃発してからその
コミュニティの人々と母国の危機に何かできない
かと頻繁に連絡を取り合うようになった。そう
いった交流のなかで、コミュニティのなかで私の
ビジネス・アイデアを気に入ってくれた人たちが
いて、英国で私の商品を販売する代理店を探して
くれた。コロナ禍以前は、ドイツ市場で商品を販
売することのみ考えていたが、確かに今の不安定
な状況だと、欧州で複数の市場に進出したほうが
リスクが分散できる」。

先行文献では、トランスナショナル起業家に
とってのディアスポラ・ネットワークの重要性を
強調している。コロナ禍の下におけるデジタル・
グローバリゼーションは物理的な移動が減少した
結果、移民の世界中に散らばるディアスポラとの
ネットワーキング行動を効率化したといえる。自
国とだけではなく、国境を越えたネットワークで
多様な人々と交流することで、コロナ禍のため絶
え間なく変化する環境のなかで、いち早くビジネ
スチャンスを生み出すことができた。コロナ禍
発生初期に関する文献でも、社会資本を動員し
逆境を克服する起業家の行動が報告されている

（Kuckertz, et al., 2020）。
第 2 の成功要因は、コロナ禍によって引き起こ

された劇的な環境の変化によって生まれた新たな
ニーズをいち早く感知する能力である。その能力
には、積極的に顧客が抱える新たな問題に関する
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情報を収集することと、獲得した情報を基に居住
国・母国の資源を組み合わせて解決策をつくり出
すという二つのプロセスが関連している。例えば、
前述のドイツでブロックチェーンを利用したオンラ
インプラットフォームを経営している日本人起業
家（事例 8 ）は、コロナ禍発生直後から、積極的
に顧客であった日本企業に直接コンタクトをとっ
て、パンデミックによって生まれた業務上の新た
な問題に関して調査を行った。その調査結果を基
に、コロナ禍発生初期の段階から、根本的にビジ
ネスモデルを改変することに取り組んでいた。こ
れは、前者の「積極的に顧客が抱える新たな問題
に関する情報を収集するプロセス」の一例だ。

後者の「獲得した情報を基に居住国・母国の資
源を組み合わせて解決策をつくり出すプロセス」
の一例としては、アジア料理のフードボックスを
ベルリンで販売するスタートアップを立ち上げた
韓国人起業家（事例 5 ）が挙げられる。ドイツで
は2020年に何度も大規模な都市封鎖が行われ、特
にレストランなどの外食産業が長期にわたって営
業が禁止、もしくは持ち帰りメニューのみの販売
が許可されていた。レストランに訪れる機会を
失ったドイツ人の多くは、家庭で今までよりも頻
繁に料理するようになり、多くの人が新しい料理
に挑戦するようになった。また、海外渡航の制限
から、海外旅行に行けなくなったことで異文化に
触れる刺激を求める人も増加した。起業家はそう
した顧客の状況変化にいち早く気づき、コロナ禍
以前はアジア料理の本来の味を再現することに重
点を置いていたが、海外の文化を食を通して体験
できるという新たな価値提案を打ち出したのである。

最後に第 3 の成功要因は、ビジネスモデルを部
分的にデジタル化することで、遠隔からの価値提
案を可能にする起業家の能力である。彼らは、コ
ロナ禍によって生まれた新たな機会を獲得するた
めに、自社のサービスや製品の一部の構成要素を
物理的なものからデジタル化した。

例えば、ベルリンで、日本企業に現地のスター
トアップでのインターンシップ体験を提供してい
た日本人男性起業家（事例15）は、海外渡航の制
限によって従業員をドイツに送れなくなった顧客
のために、バーチャル・インターンシップを考案
した。これは、従業員が実際にドイツに渡航せず
日本に滞在しつつも、オンラインでインターン
シップを体験するというものであった。「オンラ
イン版は、日本企業にとってむしろ参加しやすい
ので、日本でこのサービスを広めるのは効果的な
戦略だ」と、起業家は語った。

母国のIT産業の人材のためのインキュベー
ターを設立していたアフガニスタン人起業家（事
例 4 ）が、パンデミック初期に新型コロナウイル
ス感染症の大きな被害を受け、都市封鎖をしたこ
とによって経済活動が一時的に麻

ま

痺
ひ

していたアフ
ガニスタンの危機的状況を打破するために、オン
ライン・ハッカソンを開催したことも、ビジネス
モデルのデジタル化によって新たなトランスナ
ショナルな資源の組み合わせを可能にした一例
だ。この起業家には、ドイツだけでなく、欧州各地、
北米などの各国の起業エコシステムとの強いつな
がりがあったが、ハッカソンがすべてバーチャル
の次元で行われたため、その人脈を効率的に母国
のプログラマーとつなげることができたのだ。特
筆すべきは、アフガニスタンには安定したイン
ターネットを供給するインフラがなかったにもか
かわらず、この起業家がビジネスモデルのデジタ
ル化に成功したという点である。成功させるに当
たって、母国の人脈を動員し、母国の通信会社か
らモバイルデータ通信用デバイスを手に入れ、配
布することによって困難を乗り越えたのである。

（ 2 ） 対応力の決定要因

本研究では、23人の異なった国籍・居住国のト
ランスナショナル起業家を考察した。その際、多
くの共通点がみつかったが、同様に居住国と自国
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の資源を組み合わせるトランスナショナル起業家
のなかでも、コロナ禍によって引き起こされた危
機的状況への対応力に大きな差がみられた。コロ
ナ禍の下での起業家精神的対応力の差に関する決
定要因を本節では考察する。筆者は三つの決定要
因を特定した。

一つ目の決定要因は、起業家自身がどれだけデ
ジタル技術を応用できるかである。実際に、何人
かの起業家は、コロナ禍以前から、従業員と日常
的に遠隔コミュニケーションをとったり、起業価
値を創造する重要な構成要素としてデジタル技術
を利用したりしていた。そのため、元々デジタル
技術を利用していた起業家にとって、遠隔地の
クライアントやビジネスパートナーの物理的訪
問が不可能になっても、そのコミュニケーション・ 
チャネルをデジタル化することは容易であった。
実際に、多くの起業家は、国境を越えた人脈を
維持するための効率的な代用策として、デジタ
ル・コミュニケーション技術がコロナ禍によって
広まったことを歓迎しているようであった。ドイ
ツを拠点とするオランダのフィンテックスタート
アップ起業家（事例14）は「オンラインでのビデ
オ会議は、私にとって物理的に会う会議とほぼ同
じ効果があるが、コストははるかに低い」と言
う。カンボジアでリゾートホテルと私立大学を営
む日本人起業家（事例10）も、海外渡航制限のた
めに日本のホテルで一時的に数カ月滞在しなけれ
ばならなくなったことをポジティブにとらえてい
た。日本のホテルからカンボジアの業務をオンラ
イン・コミュニケーションを通じて遠隔で行わな
ければならなかったが、その経験を通じて、業務
にまつわるあらゆるプロセスがデジタル化でき、
それが業務全体の効率化につながることに気づい
たのである。

こうした、デジタル技術を活用して、逆境から
新たなビジネス機会を生み出す起業家もいれば、
デジタル技術を活用できず、逆境から抜け出せな

い起業家もいる。例えば、トルコ系移民向けのブ
ライダルファッションをドイツに輸入しているト
ルコ人女性起業家（事例 1 ）は、過去数十年にわ
たる豊富なトランスナショナル起業経験をもちな
がら、コロナ禍による危機対応に多大な困難を抱
えていた。この60歳を超える起業家は、トルコ、
イギリス、ドイツで繊維産業や貿易産業の分野で
過去30年間にわたり数々のビジネスを立ち上げて
きた。しかし、デジタル技術に関しての知識がな
く、例えばブライダルファッションをオンライン
で販売するなどの戦略変更を行うことができな
かったのである。

二つ目の決定要因は、起業家がもつ人脈の特徴
に関連する。トランスナショナル起業家は、居住
国、母国、そして時として第三国の社会・経済構
造につながりをもつ。先行研究は、その移民がも
つ二重性、もしくは多重性のある社会的組み込み
を「ミックス・エンベデッドネス」や「多重的
エンベデッドネス」と概念化した（Kloosterman, 
2010; Harima, et al., 2021）。本研究では、起業家
が母国・居住国の二国間だけのつながりをもって
いるか、その二国間のつながりに限らず、あらゆ
る国々とのつながりを保つコスモポリタン的な人
脈をもつかの違いが、コロナ禍における起業家の
対応の違いに影響を及ぼすことを発見した。例え
ば、日本人起業家は自国市場に大きく依存する傾
向を示しており、その主な理由は日本の強い経済
力を利用できるためと考えられる。また、感情的
なつながりで自国市場を重視する起業家もいた。
前述のスリランカ人の起業家（事例12）は自身の
ビジネスの動機を「スリランカの人々を助けたい。
それがビジネスを立ち上げた一番大きな理由だ」 
と話す。そのほかにも、セルビア出身でドイツで自
己啓発セミナーを行っている女性起業家（事例16）
は、「ビジネスパートナーは、個人的な関係より
も前に、まず国籍や民族的背景をみて選ぶ。その
ほうが信頼できるパートナーを見つけることがで
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きるからだ」と話した。
一方で、ドイツに居住するスロバキア出身の起

業家（事例11）は、ベルリン、アジア諸国、米国、
ポーランド、ハンガリーで国際的な経験を積んで
いた。同様に、ベルリンでアジア料理のフードボッ
クスビジネスを設立した韓国人起業家（事例 5 ）
も、米国、ドバイ、ベトナムで長年就労した経験
があった。こうした、複数の国での国際経験が豊
富な起業家は、母国とのつながりをもちながら、
世界中に幅広いネットワークをもち、そのコスモ
ポリタン的人脈の特性を生かした。

オンライン・ハッカソンを開催したベルリンに
居住するアフガニスタン人起業家（事例 4 ）は、
居住国・母国だけでなく、世界中の人脈を動員し
た。「日本、インド、インドネシア、トルコ、イタ
リア、米国、もちろんベルリンからもメンターを
集めることができた。さらにエストニアの企業も、
イベントのスポンサーになってくれた」と語る起
業家は、今後の展望としてより多くのアフガニス
タンのIT人材と起業家をベルリンやそのほかの
世界中にある起業エコシステムにつなげる活動を
行っていくという。手始めに、ハッカソンで好成
績を残したチームを、ベルリンのオンライン・ア
クセラレーターのプログラムに参加させている。

これらの事例は、起業家がどのように異なる
コンテクストに組み込まれているかにより、危機
に対応するための資源活用が決定されることを示
している。祖国とのつながりに強く依存している
起業家は、パンデミック時に祖国のネットワーク
や国境を越えたディアスポラのネットワークを動
員して、機会や解決策を探った。これに対して、
コスモポリタンタイプの起業家は、自国市場を緊
急の解決策として利用しながら、さまざまな場所
で資源を動員する傾向がある。

三つ目の決定要因は産業レベルでのコロナ禍
からの影響の違いである。先行研究でコロナ禍
によって受ける影響の大きさは産業により異な

り、特定の産業が特に大きな被害を受けたことが
明らかにされている（Nicola, et al., 2020）。本研
究の起業家にとってのパンデミックがビジネスに
もたらした影響に関する認識は、事業を営む産業
分野によって大きく分かれた。例えば、ドイツに 
居住するトルコ系移民向けのブライダルファッ
ションの輸入販売を行っていた起業家（事例 1 ）
やイタリアのホテル業界向けのITサービスを提
供していた起業家（事例 6 ）は、コロナ禍により
ビジネスに甚大な被害を受けたと報告した。また、
自国の農家からドライフルーツをドイツへ直接輸
入していたスリランカ人起業家（事例12）のよ
うな国際貿易に携わる企業は、グローバル・バ
リューチェーンがいつ、そしてどのように正常化 
されるのかがわからず、高い不確実性に直面し 
た。そのほかにも、日本企業向けに欧州市場でロ
ケーションスカウトをしていた起業家（事例 3 ）
や、同じく日本企業向けにベルリンのスタート
アップでインターンシップ体験を提供していた
起業家（事例15）などは、自国の市場と居住国の
市場をつなぐ仲介型ビジネスもコロナ禍により打
撃を受けた典型的な例で、起業家や顧客の移動が
制限されるために大きな困難に直面した。

一方でバーチャルの構成要素がビジネスモデル
において重要な役割を占める起業家は、パンデ
ミックを課題ではなく、むしろ機会ととらえてい
る傾向があった。エストニアで仮想通貨のビジネ
スを展開する日本人起業家（事例 9 ）はコロナ禍
による世界経済の低迷とデジタル化が仮想通貨業
界への追い風になると語った。ポータブルの健康
チェックデジタルデバイスを開発するスロバキア
人起業家（事例11）は「コロナ禍により、感染を
危惧して医者に行きたがらない人が増えた。これ
は、遠隔でもデジタルデバイスで健康診断を行え
ることを価値提案としている当社にとっては思い
がけないチャンスだ」と語った。同様に、イタリ
ア市場向けに、製品試験のEコマース事業を行っ
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ているイタリア人起業家（事例17）も、コロナ禍
が追い風になったと語った。「コロナ禍により、
テレワークする人が増えたり、外食する機会が激
減したりしたことで、人々が家庭で過ごす時間が
圧倒的に増えた。そのため、ネットでの検索量も
飛躍的に増えた。毎年、クリスマスの時期には売
り上げが激増するが、2020年上半期にそういった
売り上げの増加を何度も経験している。クリスマ
スの時期に匹敵するような売り上げが、今月だけ
で 3 回もあった」。

6　コロナ禍から学ぶ将来展望

本節では、本研究の結果の学術貢献と実務的意
義を議論する。まず、本研究は、コロナ禍のなか
での中小企業・起業家への影響に関する学術的議
論とトランスナショナル創業に関する文献の蓄積
に貢献する。

コロナ禍が世界経済や中小企業に与える影響に
関しては、世界中の学者がいかに迅速に調査して
きたかは注目に値するが、こうした研究の多くは
マクロ的観点からの経済への影響を考察するもの
が多い。しかしながら、近年のアントレプレナー
シップ・中小企業研究で、個人が組み込まれてい
る社会環境を理解し、分析することの重要性は、
多くの学者も認めるところである（Welter, Baker, 
and Wirsching, 2019）。特に、トランスナショナ
ル創業はミックス・エンベデッドネスという概念
にも表されているように、起業家が複数の異なる
国の社会・経済環境を扱うという特殊な起業形態
である。そのため、世界各国に多様な影響をもた
らしたコロナ禍では、トランスナショナル起業家 
はその起業形態特有の機会や課題に直面する。
本研究では国境を越えてビジネスを展開する移
民起業家という特殊なタイプの起業家に焦点を
当てることで、起業家が組み込まれている社会
環境とコロナ禍の相互関係を考察した。トランス

ナショナル創業はグローバリゼーションを基軸と 
して近年急速に発達したため、このタイプの創
業を研究することでコロナ禍が脱グローバリズ
ムを引き起こすメカニズムを明らかにし、脱グ
ローバリゼーションがビジネスに与える影響と、
その影響に対する起業家の対応可能性を検討する
ことに役立つ。

さらに、先行研究はコロナ禍やパンデミックに
限らず、地震・津波などの天災のような、予期せ
ぬ危機により引き起こされる外因的環境の劇的な
変化のなかでの起業活動や起業家精神の可能性を
考察してきた。本研究は、アントレプレナーが、
複数の国々の状況を迅速に判断し、各地に組み込
まれている資源と制度上の強みを組み合わせるこ
とにより、危機を回避し、新たな価値創造をする
ことで危機を強みに転換することを実証した。こ
の研究結果は、危機下での起業活動では、起業家
が利用可能な資源や制度の多様性がより多くの戦
略オプションを生み出し、逆境をはねのけて回復
する力である「レジリエンス」を高めることを示
している。

本研究は複数の学術的議論の発展に貢献する有
意義な結果を示したが、重要な限界もある。その
うちの一つに、データを収集した期間が2020年の
5 月から 7 月という現在も継続するコロナ禍の初
期段階であったことが挙げられる。コロナ禍はそ
の後も長く続いており、さまざまな変異株が世界
各地で誕生・蔓延したことによって、いまだに収
束の兆しがみえない。そのため、本研究結果はコ
ロナ禍によるトランスナショナル起業家への短期
的影響と起業家の応急的対策に分析の焦点を当て
ており、長期的影響を考察するものではないこと
に注意する必要がある。また、コロナ禍の後にト
ランスナショナル創業の根幹にあるグローバル・
バリューチェーン、国境間の物流、人の流動性へ
どのような変化があるのかという議論は時期尚早
であるといえる。従って、本研究では、絶えず変
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化する環境と、起業家の間の長期的相互作用を精
査することはできなかった。

そのほかの研究の限界としては、パンデミック
下でのデータ収集方法に起因するものがある。コ
ロナ禍による行動制限により、起業家の所在地を
訪問したうえで対面式のインタビューをすること
ができなかったため、筆者はほぼすべてのインタ
ビューをオンラインで行った。オンラインでの
インタビューは、対面式のインタビューよりも技
術上の問題が起きやすい。また、実際に訪問する
ことで獲得できたであろう起業家の人柄やビジネ
スの非言語的印象は、定性的研究分析の質を高め
るが、本研究ではインタビュー自体に焦点を当て
ざるを得なかった。また、コロナ禍初期は世界経
済が混乱しており、そのため研究に参加できる起
業家が少なかったことから、事例起業家の出身国・
居住国に偏りが発生した。

以上の本研究の限界を踏まえ、筆者は以下の
3 点を将来の有意義な研究として提言する。まず
第 1 に、長期的な定性的研究により、長引くコロ
ナ禍が起業家に与える影響を継続的に観察するこ
とである。そのためには、少人数の起業家を選択
し、一定期間ごとに（例えば数カ月に 1 度）起業
家と複数回インタビューを行うなど、長期的に
データを収集することが必要である。

第 2 に、本研究ではトランスナショナル起業家
という特別なタイプのアントレプレナーを研究対
象としたが、産業あるいは、居住国・自国の制度
や市場によってコロナ禍がビジネスにもたらす影
響が大きく異なることを示した。今後の研究では、
特定の産業（例えば観光、国際貿易、ブローカー・
サービス）の起業家に焦点を当てることで、産業
特有のコロナ禍の影響や起業家の対応をより具体
的に考察することができるだろう。

第 3 に、特定の種類のトランスナショナル起業
家を研究対象として選択することである。本研究
では、データ収集の時間的制限から、居住国で移

民コミュニティ向けの民族的な商品を扱うエス
ニック創業、自国・居住国間のブローカー的な要
素が強いディアスポラ創業、トランスナショナル
な仮想領域でビジネスを展開するトランスナショ
ナル・スタートアップなどの異なる創業の種類を
区別しなかったが、コロナ禍の影響はこれらの創
業種類により大きく異なることがわかった。その
ため、今後の研究では、特定の創業種類、例えば、
エスニック創業だけに焦点を当てることも有意義
であろう。

コロナ禍がトランスナショナル創業に与える影
響と起業家の対応に関する本研究の結果は、トラン
スナショナル起業家とともに、日本の中小企業に
も有益な情報を提供している。こうした研究結果
を踏まえた筆者の提言は以下のとおりである。

まず、トランスナショナル起業家に対しては、
コロナ禍に限らず、危機下では、事業を展開する
すべての地域と市場の現状を迅速に把握し、各地
の制度や資源基盤の長所と短所を評価することを
筆者は提案する。トランスナショナル起業家の強
みは、複数の国に基盤があり、その国々のリソー
ス、人脈や市場を組み合わせることにより、唯一 
無二な起業価値を生み出すことである。本研究 
は、そのミックス・エンベデッドネスのために生ま
れる多様な資源の組み合わせが、危機を回避し、
困難な状況を好転するための戦略オプションを
生み出すことを発見した。複数の国々の資源の組
み合わせ方は無限大にあり、環境が随時変わる危
機下で、環境に適した意思決定を下すためには 
起業家の機敏性と環境の変化への敏感さが求め
られる。この研究では、居住国・自国の資源・市 
場の組み合わせはデジタルチャネルを通じて行
うことも可能であり、コロナ禍のように国と国の
間の物流や人の往来が大幅に制限されるような
状況では、それが非常に効果的であることを明
らかにした。

本研究は、トランスナショナルではない日本の
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中小企業にも有意義な実務的意義をもつ。特に海
外に拠点をもつ中小企業は、トランスナショナル
起業家と同様に、事業を展開する地域と市場の現
状を把握し、各地の制度と資源基盤の強みと弱み 
を迅速に評価し行動に移すという機敏性が必要
になる。表面的な応急処置や海外拠点の一時閉鎖
など以外にも、根本的なビジネスモデルの革新
を考える企業も多いであろう。ここでトランス
ナショナル起業家から学べることは、日本と海外 
拠点をもつ国の制度や市場の強み、支援基盤を
柔軟かつクリエイティブに組み合わせる対応力
である。

コロナ禍により海外市場進出・拡大を一時的に
取りやめている中小企業にも役立つ発見があっ

た。本研究では、起業家が海外の顧客や投資家と
のコミュニケーションをオンラインで行うように
なり、またコロナ禍による国際的な物流や人の往
来の制限により、部分的に機能不全になったビジ
ネスモデルを、デジタルの構成要素に置換するこ
とで、危機を回避することを明らかにした。また、
こういった必要に迫られて行われたビジネスモデ
ルの部分的デジタル化は、複数の国で同時にビジ
ネスをする新たな戦略的方向性を示すこととなっ
た。これらの結果は、コロナ禍の下でも、ビジネ
スモデルを部分的にデジタル化することが、日本
の中小企業の海外市場への進出を可能にし、新た
な国際的戦略の方向性をもたらす可能性があるこ
とを示唆している。
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